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報告書「日本経済の成長に向けて―TPPへの参加と構造改革」目次

序　章　　日本経済の成長に向けて―TPPへの参加と構造改革

第１章　　物品貿易の障壁の現状と問題点

第２章　　サービス貿易と日本の国内構造改革：TPPを見すえた提言

第３章　　対内直接投資拡大へ向けた戦略：TPP交渉への参加を前提として

第４章　　TPPと日本への高度人材移動をめぐる政策課題

　当研究所は、３月１日、標記シンポジウムを開催
し、プロジェクト「日本経済の成長に向けて―TPP
への参加と構造改革―」（研究主幹：浦田秀次郎 早稲
田大学大学院アジア太平洋研究科教授）の成果を報告
するとともに、日本経済の競争力強化へ向けた通商政
策のあり方について論議しました。
　まず、伊藤元重 東京大学大学院経済学研究科教授
が基調講演を行い、「日本がTPPに参加した場合、
2025年にはGDP比2.2%、年約10兆円の経済効果が期
待できる」と述べ、日本の成長戦略におけるTPPの
重要性について説明するとともに、「経済連携の推進
の最大の意義は、国内産業の構造改革にある」と強調
しました。
　続く浦田研究主幹による研究報告では、日本経済が
長引く低迷から脱却し、再び成長軌道に回帰していく
ためには、①財貿易、②サービス貿易、③対日直接投
資、④外国人高度人材――の四つの視点から、必要な
構造改革を推進し、国内市場を開放していくことが重
要であると指摘されました。
　パネルディスカッションでの発言骨子は以下の通り
です。
　石川幸一 亜細亜大学アジア研究所教授：物品貿易
では、高関税によって保護されてきた農産物の自由化

の推進が必要であり、農業構造改革による競争力強化
が不可欠である。
　石戸光 千葉大学法経学部教授：サービス貿易では
早急に国内規制の実態を整理したうえで、「線から面
へ」のシームレスな産業連関の構築が必要である。
　浦田研究主幹：対内・対外直接投資を一体としてと
らえ、日本企業が海外で求める権利については、国内
でも外資系企業に認めていく必要性がある。
　三浦秀之 杏林大学総合政策学部専任講師：外国人
高度人材の積極的な獲得と活用のためには、制度面を
はじめとする環境整備が重要である。
　伊藤氏：重要な政策判断は、政府のオープンな議論
によって、国民のコンセンサスに則して行われていく
ことが望ましい。� （研究員　平井有菜）

第97回シンポジウム「日本経済の成長に向けて
―TPPへの参加と構造改革―」を開催

浦田秀次郎 研究主幹
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所長雑感

　安倍内閣は日本の危機脱出を目指して、経済政策の
３本の矢─大胆な金融緩和、機動的な財政出動、強力
な成長戦略を掲げ、前向きの方向性を次々に打ち出し
ています。金融・株式市場はこれに強い反応を示し、
国民の内閣支持率も上昇しています。
　この流れが確実に成果に繋がり、日本経済の再生・
上昇を確かなものにしてゆくことを強く期待するもの
ですが、成長戦略をめぐる議論の中で、必ずしも前面
に出ていないという感のある問題に、少子化対策があ
ります。もちろん、個別の政策課題として、あるいは
予算案の中に、保育所問題への対応や児童手当等のか
たちで顔を出してはいますが、政策全体の中でこの問
題が中心的位置付けを与えられているという感じは、
今のところありません。
　申し上げたいのは、少子化対策を日本の将来に向け
た不可欠かつ緊急の課題として、政策の中心に据えて
ほしいということです。率直なところ、「３本の矢」
が成果を挙げ、日本経済再生の糸口を掴むことができ
たとしても、少子高齢化と人口減少という問題に改善
の見通しがなければ、そこから先の長期的発展の展望
は描ききれないと言わざるを得ません。
　昨年４月に当研究所が公表した「グローバルJAPAN

特別委員会報告書」（注）を振り返りますと、仮に日本の
生産性が過去20年の低レベルの実績から先進国平均並
みに回復しても、実質GDP成長率は2030年代にはマイ
ナスに落ち込む可能性が高く、それにつれて国の債務
比率は財政が維持困難なほど増大するのではないかと
いうものでした。この予測をこれだけ暗いものにする
最大の要因は、要するに少子高齢化による人口減少で
あり、それは常識的な生産性上昇などではカバーでき
ない、重大なマイナス要素になるということです。
　この逃れようのない厳しい現実を、改めて私たちは
直視し、その克服を真剣に考えなければなりません。
６月にまとまるという成長戦略の中に重要課題として
明確に位置付けられるか、それ以上に、３本の矢に加
わるもう一本の矢として打ち出されるか、それを切望
するものです。出生率向上の取組みについてはフラン
スの例が有名ですが、最近では、イギリスの出生率が
2.0％に届いたというニュースもあります。本気で取
り組めば改善は可能です。
　民主党政権の３年間で、少子化担当大臣は９人に上
りました。これに象徴される、諸事にわたる危機認識
の甘さが政権を崩壊させたのではないかということ
を、教訓として受け止めたいと思います。

21世紀政策研究所　所長
　森田富治郎

もう一本の矢─少子化対策

※澤昭裕研究主幹著「精神論ぬきの電力入門」（新潮新書）が不動産協会賞、エネルギーフォーラム
賞を受賞しました。

提言「中国の競争力：神話、現実と日米両国への教訓」を公表する予定です。３月 ▶

以下のシンポジウム等を開催しました。

2月  4日 「持続可能な医療・介護システムの再構築」 ３月17日 「金融と世界経済―リーマンショック、ソブリ
ンリスクを踏まえて―」

2月17日 「国際租税をめぐる世界的動向―OECD、BIAC
の取り組み―」 3月12日 関西講演会「変貌する中国市場と日本企業の対

中戦略」

2月14日 「格差問題を超えて―格差感・教育・生活保護
を考える―」 3月13日 「新政権のエネルギー・温暖化政策に期待する」

2月21日 「グローバル化を踏まえた我が国競争法の課題」 3月21日 「日本政治における民主主義とリーダーシップ
のあり方」

３月11日 「日本経済の成長に向けて―TPPへの参加と構
造改革―」

４月11日▶ シンポジウム「サイバー攻撃の実態と防衛」

４月18日▶ 講演会「朴槿恵政権の経済政策と韓国経済の見通し」（仮題）

シンポジウム等
開 催 予 定【 】

（注） http://www.21ppi.org/pdf/thesis/120416.pdf ご参照


